










































































第 2 章と第 3 章では、選挙啓発と選挙公営について、それぞれ現在までにこれが定着
していく歴史的経緯と、その選挙行政体制への影響に焦点を当てる。まず第 2 章は、選
挙啓発について扱う。ここでは、とりわけ選挙期間外における常時啓発事業が選挙管理























































































































































































 1955 年体制は 1800 日に及ぶ政治制度改革の末に終焉を迎えるが、しかし自治体選
挙制度は不変であり、いま、環境適合性を失いかけている。上意下達の行政体制につい
ても、第一次分権改革で機関委任事務制度が廃止されたことで、一応、国地方は対等平
等の関係とされている。さらに、国会議員と自治体議員の間のパワーゲームにもバラン
スの変化が見られる。そこで、自治体選挙を地方議会改革や自治制度論の文脈でとらま
えた場合、地方制度調査会等の行政課ベースの審議会から提案する可能性も考えられる
のだが、このルートもこれまであまり機能してこなかった。地方制度調査会は、現在選
挙制度を自らのテリトリーとは認識していないためである。ただし、自治体選挙を巡る
構造の基礎は変革を遂げており、国会におけるインプットの回路さえ整えば、地方側の
アクションによって構造変革が起こる条件は整ってきていると考えられる。地方制度調
査会や地方行財政検討会議といった地方制度を審議する場において近年においても選
挙制度選択の自由化が議論されることが増えていることの証左であろう。 
 
本研究を通じて、日本の統治構造上、選挙行政もまた、自治と統治の関係性の上に成
り立ってきたことが確認できた。 
2010 年代半ば以降、選挙研究が自治体選挙に及んだこと、1994 年の政治制度改革に
よってもこれが目指した二大政党制の確立が不十分なものとなっていること等を背景
に、自治体選挙制度に注目が集まるようになってきている。また、人口減少社会におけ
る、いわゆる議員のなり手不足を背景として、自治体議会の存立に対して小規模自治体
からの問題提起もあり、これらの潮流から自治省においても自治体議会および自治体選
挙制度に関して、その改革が論じられようとしている。本研究は、自治体議会および自
治体選挙制度の改革議論に向けての予備的考察としても機能することが期待される。 
